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【 入学試験概要】

Ⅰ．入学者受入方針（アドミッション・ポリシー）

福祉経営専攻 博士課程は、医療・福祉経営に関連する分野について基礎的な素養を身につけ

ており、さらに高度専門職業人もしくは研究者としての資質の獲得を目指す人を受け入れます。

Ⅱ．募集定員

専攻 課程 修業年限 募集定員

福祉経営専攻 博士課程 ３年 ２名

Ⅲ．試験日程

期    間

出 願 期 間 2024年 1 月 09日（火） ～ 2024年 1月 22日（月）※

試 験 日 2024年 2 月 10日（土）

合 格 発 表 日 2024年 2 月 17日（土）

手 続 期 間 2024年 2 月 19日（月） ～ 2024年 2月 26日（月）

※締切日当日消印有効

Ⅳ．試験会場

日本福祉大学 名古屋キャンパス 北館

〒460-0012

名古屋市中区千代田 5-22-35

TEL (052)242-3050

FAX (052)242-3072

■ＪＲ中央線「鶴舞」下車

公園口より北へ 徒歩約２分

■地下鉄鶴舞線「鶴舞」下車

２番出口より北へ 徒歩約２分
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Ⅴ．出願資格

次の各号のいずれかに該当する者。

(1)修士の学位や専門職学位を有する者、または 2024 年 3 月までに修士の学位を授与される見込みの

者。

(2)外国において修士の学位や専門職学位に相当する学位を授与された者、または 2024年 3月までに修

士の学位を授与される見込みの者。

(3)外国の学校が行う通信教育を我が国において履修し、修士の学位や専門職学位に相当する学位を授

与された者、または 2024年 3月までに授与される見込みの者。

(4)我が国において、外国の大学院相当として指定した外国の学校の課程（文部科学大臣指定外国大学

（大学院相当）日本校）を修了し、修士の学位や専門職学位に相当する学位を授与された者、また

は 2024 年 3月までに授与される見込みの者。

(5)国際連合大学の課程を修了し、修士の学位に相当する学位を授与された者、または 2024年 3月まで

に授与される見込みの者。

(6)大学等を卒業し、大学、研究所等において 2年以上研究に従事した者で、大学院において、修士の

学位を有する者と同等の学力があると認めた者。

(7)本大学院が、個別の入学資格審査により、修士の学位または専門職学位を有する者と同等以上の学

力があると認めた者で、2024年 3月 31日時点で 24歳に達した者。

※出願資格（6）･（7）による出願希望者は事前に「出願資格審査」を必要としますので、５頁の〔出願資格

審査について〕を確認し、締切日までに必要書類を提出してください。尚、この「出願資格審査」は入学

試験を免除するものではなく、あくまでも出願資格を事前に判定するものであり、認定後定められた出願

期間内に出願書類を提出し、入学試験を受験する必要があります。

Ⅵ．出願書類
出願書類の使用言語は原則として日本語、又は英語によるもの。

それ以外の言語で書かれている場合は、日本語、又は英語の訳文を添付すること。

(1) 入学志願票
［本学所定様式］

本学所定用紙に必要事項を記入し、写真を貼付したもの。
※ 希望する指導教員名と研究テーマ名は、5-6 頁をよく読んで選択・記入すること。

※ 学歴欄は、高等学校から最終学歴までを順に記入すること。

※ 学位・資格・免許等欄の学位は修士以上を記入すること。

(2) 博士前期（修士）課程
成績証明書

［出身大学院等所定］

原則として出身大学院等が発行する原本を提出すること。ただし、成績証明

書が発行されない国の者は、コピーでも受け付けますが、大使館・公証役場

等で原本と相違ない旨の証明書を付けること。

※ 博士前期（修士）課程を修了見込の者は、出願時点に発行されるもの。

※ 博士前期（修士）課程を修了していない者については最終学歴のもの。

※ 日本語又は英語以外の言語で記載された証明書については、必ず日本語又は英語の翻訳と併

せて提出すること。

(3) 博士前期（修士）課程
修了（見込）証明書

［出身大学院等所定］

原則として出身大学院等が発行する原本を提出すること。ただし、修了（見

込）証明書が発行されない国の者は、コピーでも受け付けますが、大使館・

公証役場等で原本と相違ない旨の証明書を付けること。

※ 博士前期（修士）課程を修了していない者については最終学歴のもの。

※ 日本語又は英語以外の言語で記載された証明書については、必ず日本語又は英語の翻訳と併

せて提出すること。
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(4) 修士学位取得証明書
※該当者のみ

［出身大学院等所定］

修士学位を取得している者で、（3）の博士前期（修士）課程修了（見込）証

明書に、修士学位取得について明記されていない場合は、提出すること。

※ 原則として出身大学院等が発行する原本を提出すること。ただし、学位取得証明書が発行さ

れない国の者は、コピーでも受け付けますが、大使館・公証役場等で原本と相違ない旨の証明書

を付けること。

(5) 研究計画書

①これまでの自己の研究との関連性②先行研究との関連性における特色や独

自性 ③3 年間の研究計画（方法を含む）についてそれぞれ項目を分けて記

載すること。

A4 判の用紙（横書き）を使用し、文書作成ソフト（Word 等）により和文で

4,000字以内にまとめること。同様式を文書作成ソフト（Word等）で作成し、

記載してもよい。

※出願に際しては、事前に希望する指導教員の承諾を必要とします。必ず研

究計画書の該当欄に、希望する指導教員の署名を受けてから出願すること。

(6) 研究業績書

［本学所定様式］

本学所定用紙、または同様式を文書作成ソフト（Word等）で作成し提出する

こと。研究業績として記入した著書、論文等のうち本研究科における研究計

画の内容と特に関わりのある著書、論文等（修士論文等として提出するもの

を除く。）の写しを添付すること。特に記入する事項がない場合は「特になし」

と明記すること。

(7) 修士論文、または

(それに代わるもの 1 部

修士論文、またはそれに代わる論文・著書等を 1部提出すること。

写し（コピー）でも可。

※日本語又は英語以外の言語で記載された論文は、必ず日本語又は英語の翻訳と併せて提出する

こと。

(8) 上記(8)の論文等の要旨

1部

論文等の要旨は、原則としてＡ４判で 2,000字以内とし、1部提出する。

※日本語又は英語以外の言語で記載された論文等の要旨は、必ず日本語又は英語の翻訳と併せて

提出すること。

(9) 受験票送付のための
返信用定型封筒

市販の定型封筒（幅 12cm以上のもの）に、宛名と「簡易書留」と記入した上、

444円分の切手を貼付して同封すること。

(10) 受験票および副票

［本学所定様式］

副票には写真を貼付すること。｢郵便振替払込金受領書｣のコピーを貼付する

こと（｢Ⅶ．入学検定料｣を参照）。

※外国人出願者の追加事項

(11) 外国人登録原票記載

事項証明書、または、

それに代わる証明書

市区町村長が交付したもので在留資格と期間の明記されたもの（外国人登

録原票記載事項証明書や住民票など）。未登録の場合は旅券の写し。

(12) 日本語能力証明書
「日本語能力試験認定結果及び成績に関する証明書」の写し（原則は N1）。

または日本語指導教員による日本語能力証明書［本学所定様式］。
※ 但し、本学大学院博士前期課程または修士課程の修了者は提出を免除する。

(出願上の注意)
１．出願に際しては、事前に希望する指導教員の承諾を必要とします。研究計画書に希望する指導教員

の署名を受けてから出願すること。
２．出願書類等に不備のある場合は受け付けないので、必要事項に記入もれがないよう、十分に書類を

確認してから出願すること。
３．改姓等により、各種出願書類間で姓名が異なる場合は、戸籍抄本等の姓名変更に係る証明書を添付す

ること。
４．出願書類に虚偽の記載をした場合は、入学決定後であっても許可を取り消すことがある。
５．2024年 3月末時点において、出願時の資格要件を満たしていない者は、本試験に合格していても入

学を許可しないことがある。
６．一旦受理した出願書類は、修了証明書等の原本を除き、原則として返還しない。
７．出願書類(1)～(11)の他に、適宜必要書類の提出を求めることがある。
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Ⅶ．入学検定料

（１）入学検定料は、郵便振替(郵便局備え付けの用紙使用)とすること。

口座番号:  00860-8-017408   加入者名:  (学)日本福祉大学

※ 通信欄には、｢大学院福祉社会開発研究科福祉経営専攻入学検定料｣と明記すること。

※ 一旦受理した入学検定料は、原則として返還しない。

（２）｢郵便振替払込金受領書｣のコピーを受験票・副票の裏面に貼付すること。

（３）｢郵便振替払込金受領書｣をもって本学の領収書とかえるので大切に保管すること。

Ⅷ．試験科目･時間割

(１)試験科目：論文、口述試験

(２)試験日程・時間割：

  ※試験時間は変更する場合があります。試験時間の詳細は受験票発送時に通知します。

(３)選抜方法：小論文・面接試験・研究計画書（出願書類）等を総合的に審査し選抜。

◆障がいのある入学志願者との事前相談について

本学大学院に入学を志願される方で、障がいを有する等、受験上および修学上の配慮を必要とす

る可能性がある方は、出願前に必ず名古屋事務室に相談してください。

なお、この相談が、合否判定に影響することは一切関係ありません。

───────────────────────────

相談の時期：出願締切の１ヶ月前

連 絡 先：日本福祉大学 名古屋事務室

TEL（052）242-3050 E-mail : hsjim@ml.n-fukushi.ac.jp

Ⅸ．その他（個人情報の取り扱い）

出願にあたって提供された氏名等個人情報は、入学者選抜、合格発表、入学手続き業務に使用す

る。取得した個人情報は、日本福祉大学個人情報の保護ポリシーに基づき適切に管理し、利用目的

以外には使用しない。

Ⅹ．出願手続･願書送付先

入学検定料 35,000 円を納入のうえ、市販の角形 2 号封筒（入りきらない場合は、別の封筒に一括封

入）を使用して出願書類を一括封入し、「出願書類在中」と朱書きして、必ず「簡易書留」郵便にて送付

すること（ 締切日当日消印有効）。

※別紙「出願用封筒宛先用紙」を使用することをお勧めします。

尚、名古屋事務室窓口での出願受付は行いません。

日本福祉大学 名古屋事務室 〒460-0012 名古屋市中区千代田 5-22-35
TEL（052）242-3050 E-mail : hsjim@ml.n-fukushi.ac.jp

日 程 時 間（予定） 試験科目

2024 年

2月 10日(土)

10：00～12：00 小 論 文

13：00～ 面接試験
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【 研究テーマ名及び指導教員について】

希望する研究テーマ名および指導教員を下の表より選択し、出願前に当該教員の承諾を得た上で、

以下の出願書類に記入してください。

 ■入学志願票：所定欄に希望する指導教員、研究テーマ名を記入してください。

 ■研究計画書：出願前に希望する指導教員の承諾を得て、署名を受けてください。

《2024年度 研究テーマ概要》 ※研究テーマ名、および指導教員は変更となる場合があります。

【領域】 医療福祉経営研究 （遠藤 秀紀、橋口 徹、李 忻）

高齢社会の到来と政府の行財政改革は、医療福祉経営の合理的かつ効率的な改革を求めている。医療福祉

経営は、医療福祉の特性、医療福祉専門職と専門職組織の特性、医療福祉制度や政策の特性を踏まえて新た

な理論構築をはかる必要がある。今や介護や在宅サービス領域への市場拡大は多様なプロバイダーの参入を

可能にしている。これら外部経営環境の変化とサービスの多様化や市場の変化を踏まえて、サービスを提供

する専門職・サービス提供組織とサービスの消費者の架橋となるような経営理論の確立と実践のための方法

について研究指導を行う。

教員名 遠藤 秀紀 教授

テーマ 介護施設・事業所経営に関する計量分析

概要

介護保険制度の実施以後、介護施設・事業所サービスは徐々に多様化し、利用者の利便性の

向上が期待される。一方で、介護施設等の廃止件数が近年増加傾向を示すなど、経営上の課

題を抱えている施設等は少なくない。その要因として、たとえば増加する高齢者に対する現

場の介護者等の人員不足が指摘され、介護報酬の増加や入職後 3 年未満が過半数を占める早

期離職への対応が急務とされる。

このような課題に対して望ましい対策を検討するには、制度面の理解に加えて適切なデータ

を用いた科学的根拠の検証が欠かせない。本研究指導では、施設等の経営に影響する要素の

抽出及びデータ選択、それを用いた計量分析の実施方法などを指導する。

教員名 橋口 徹 教授

テーマ 社会科学的分析視角による医療福祉マネジメント研究（会計情報の活用を中心に）

概要

現在、国内において病院等への診療報酬の支払い方式として DPC/PDPS（診断群別包括支払い

制度）が導入される等のみならず、国外においても我が国の病院が海外に進出する等、医療

現場内外で様々な環境変化が生じており、我が国の医療機関は、そのマネジメントにおいて、

当該経営組織及びそれが提供するサービスの質ともに大きなパラダイム転換を迫られてい

る。そこで本研究指導においては、医療安全や税制からのインパクトを含め、我が国の医療

機関の経営行動に係る分析について、会計情報を初めとする様々な情報の活用等を行いつつ、

会計学や経営学等の社会科学的視座から研究指導を行う。

教員名 李 忻 教授

テーマ 医療組織の経営を支えるための医療保険制度・政策研究

概要

21世紀の初頭に日本は世界一の超高齢社会となった。それに伴い、国民医療費は増加の一途

を辿りながら、医療機関を取り巻く経営環境はより一層困難に直面している。人口構造の変

化や疾病構造の変化が医療機関の経営に大きいな影響を及ぼしているだけではなく、保険医

療機関の収入のほとんどは診療報酬によるものであるために、医療保険制度・政策の枠組み

の中で医療機関を経営していかなければならない。そこで、本研究指導は、診療報酬制度改

正による医療機関の経営に与える影響についての研究や各医療保険制度に関するデータ分析

による研究等を行う予定である。
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【領域】 総合経営研究 （新谷 司、中野 諭、柳 在相）

経済、産業、経営、会計、情報などのあらゆる分野のグローバリゼーションが進行するもとで、営利企業

においては革新的な経営手法が採用される一方、国際協調、資源・環境保全、社会貢献への積極的対応など

の社会的要請が高まっている。他方、医療・福祉分野においては、介護保険制度下での民間企業の参入に伴

う競争の激化、あるいは、公的医療費抑制政策下での一部医療機関経営の行き詰まり等に見られるように、

サービスの質を担保しつつ、効率性を追求する経営が強く求められるに至っている。このような営利および

非営利双方の領域における経営環境の変化を念頭に置きつつ、従来にも増して求められている社会貢献ある

いは福祉追求型の経営革新の展開とそれに対応する会計的管理システムのあり方について、従来のマネジメ

ントと会計の理論をベースとしつつ、新たな総合的発展に必要な視点に立ち、研究指導を行う。

教員名 新谷 司 教授

テーマ 非営利事業（医療福祉事業含む）の財務会計・経営分析

概要

営利・非営利の組織では、複数の組織で共通する会計ルール・計算方法と組織固有の会計ル

ール・計算方法がある。複数の組織で共通する会計ルールとは、通常所轄官庁ごとに設定さ

れている会計基準である。一定の公表制度または閲覧制度の下で、この会計基準を適用した

計算書類が公表され、閲覧されている。公表または閲覧される計算書類は、制度会計または

財務会計という研究領域に含まれる。制度会計または財務会計領域における会計基準の理論

的分析だけでなく、会計基準形成を規定する政治経済的要因または社会的要因の分析や会計

基準形成が政治経済または社会に与える影響の分析に対しても研究指導を行う。経営分析領

域では異なる会計基準に応じた経営分析の諸方法と実際の計算書類等を利用した経営分析の

実践について指導を行う。

教員名 中野 諭 教授

テーマ 営利・非営利組織の労働需給分析

概要

国際競争の激化、技術革新の進展、あるいは一部の国では人口減少の進行というように、営

利・非営利を問わず組織をとりまく経済社会の環境は目覚ましく変化している。このような

状況において、組織が人材を有効活用し、生産性を高めるためには、労働供給や労働需要を

具に分析し、ジョブ・マッチングの質と効率を改善することが重要である。労働経済学の諸

理論は、こうした労働市場の動向を分析するツールとして有益である。本研究指導では、ジ

ョブ・サーチやマッチングなどの経済理論の理解と統計データを用いた実証分析の実行につ

いて指導を行う。

教員名 柳 在相 教授

テーマ 非営利組織の経営とイノベーション

概要

昨今の厳しい競争環境が展開される中、いかなる形態の組織であろうが、その存続を図って

いくためには、経営戦略を必要とされている。IT革命や国際化の進展、技術革新のスピード

アップなどによる競争激化時代に適応していくための経営戦略および組織、マネジメントシ

ステムのあり方についての研究指導を行う。民間企業の経営戦略をベースとしながら、医療

機関をはじめ介護や福祉施設、JA等「非営利組織の経営とイノベーション」に着目する。

【 出願資格審査について】

出願資格（6）・（7）によって受験を志願する場合は、出願資格判定のため事前審査を行いますので、

次の書類を受付期限内に提出してください。

※ 「出願資格審査」は入学試験を免除するものではなく、出願資格を事前に判定するものです。
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Ⅰ．受付期間

出願資格審査書類
受 付 締 切

審査結果の伝達

2023 年 11月 17日（金）
（締め切り日当日消印有効）

2023年 12月中旬

Ⅱ．提出書類 審査書類の使用言語は原則として日本語、又は英語によるもの。

それ以外の言語で書かれている場合は、日本語、又は英語の訳文を添付すること。

（1）入学志願票
［本学所定様式］

本学所定用紙に必要事項を記入し、写真を貼付したもの。

※ 希望する指導教員名と研究テーマ名は、5-6頁をよく読んで選択・記入すること。
※ 学歴欄は、高等学校から最終学歴までを順に記入すること。
※ 学位・資格・免許等欄の学位は修士以上を記入すること。

（2）博士前期（修士）課程
成績証明書

［出身大学院等所定］

原則として出身大学院等が発行する原本を提出すること。ただし、成績証明

書が発行されない国の者は、コピーでも受け付けますが、大使館・公証役場

等で原本と相違ない旨の証明書を付けること。

※ 博士前期（修士）課程を修了見込の者は、出願時点に発行されるもの。

※ 博士前期（修士）課程を修了していない者については最終学歴のもの。

※ 日本語又は英語以外の言語で記載された証明書については、必ず日本語又は英語の翻訳と併

せて提出すること。

（3）博士前期（修士）課程
修了（見込）証明書

［出身大学院等所定］

原則として出身大学院等が発行する原本を提出すること。ただし、修了（見

込）証明書が発行されない国の者は、コピーでも受け付けますが、大使館・

公証役場等で原本と相違ない旨の証明書を付けること。

※ 博士前期（修士）課程を修了していない者については最終学歴のもの。

※ 日本語又は英語以外の言語で記載された証明書については、必ず日本語又は英語の翻訳と併

せて提出すること。

（4）研究計画書

①これまでの自己の研究との関連性②先行研究との関連性における特色や独

自性 ③3 年間の研究計画（方法を含む）についてそれぞれ項目を分けて記

載すること。

A4 判の用紙（横書き）を使用し、文書作成ソフト（Word 等）により和文で

4,000字以内にまとめること。同様式を文書作成ソフト（Word等）で作成し、

記載してもよい。
※出願に際しては、事前に希望する指導教員の承諾を必要とします。必ず研究計

画書の該当欄に、希望する指導教員の署名を受けてから出願すること。

（5）研究業績書

本学所定用紙、または同様式を文書作成ソフト（Word等）で作成し提出する
こと。研究業績として記入した著書、論文等のうち本研究科における研究計
画の内容と特に関わりのある著書、論文等（修士論文等として提出するもの
を除く。）の写しを添付すること。特に記入する事項がない場合は「特になし」
と明記すること。

（6）審査結果送付用の
返信用定型封筒

市販の長型 3 号封筒に宛名と「簡易書留」と記入した上、444 円分の切手を

貼付して提出すること。

※ その他本学が必要と認める書類の提出を求める場合があります。

Ⅲ．受付方法
《郵送》〒460-0012 名古屋市中区千代田 5-22-35 日本福祉大学 名古屋事務室

※ 封筒表面に「福祉社会開発研究科出願資格審査書類在中」と朱書きし簡易書留にて送付すること。

Ⅳ．審査結果伝達方法
郵送にて行います。出願資格が有りと判定された者は、出願資格審査時に提出済みの書類については

再提出する必要はありません。
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【合格発表・入学手続について】

Ⅰ．合格発表

2024 年 02月 17日(土) 午前 10時

名古屋キャンパスの掲示板に、合格者の受験番号を掲示するとともに、簡易書留で合否通知

書を郵送します。なお、合格者には｢入学手続書類｣を同封します。

※ 電話による問い合わせには一切応じません。

Ⅱ．入学手続期間・内容

合格者は、合格通知に同封する入学手続要領に従って手続を行ってください。

手続期間 2024 年 2月 19日(月)～ 2月 26日(月)

手続内容

①入学手続書類の提出

②入学金の納付

③初年度授業料・施設維持費の半期分、または１年分の納付

④学校教育研究災害傷害保険料の納付

※ 学費は最終日振込可、書類は最終日消印有効です。

〔注意〕大学院を修了見込で出願した場合は、修了後速やかに修了証明書を、名古屋事務室まで

提出してください。 [提出期限：2024年 3月 29 日(金)]

Ⅲ．学費

（2024 年度予定）

入学金 授業料 施設維持費
学校教育研究
災害傷害保険 合  計

金  額 ¥200,000 ¥810,000 ¥140,000 ¥2,600 ¥1,152,600

１．入学金について、本学博士前期課程・修士課程からの進学者は免除します。

２．外国人留学生には学費減免制度（授業料について、1年生は 50％、2年生以上は 30％相当額の免除。

但し 3年間を限度とする）があります。但し在留資格、年間収入等で制限がありますのでご注意く

ださい。

３．授業料、施設維持費は分割納入が可能です。

４．一旦納入された入学金は、いかなる理由があっても返還しません。

入学手続を完了した後に入学を辞退されるときは、2024年 3月 29 日(金)〈必着〉までに『入学

辞退願』の提出があった場合に限り、入学金を除く学費を返還します。
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